
８８．．国国有有資資産産等等所所在在市市町町村村交交付付金金にに関関すするる調調

交付金を交付

すべき団体

国　又　は

地方公共団体

構成比 前年比

％ ％

110000..00 110033..44

66.5 107.4

33.5 95.4

1.4
100

Ａ

千円

14,523,579

30,333

5,369,819

1,747,718

2211,,667711,,444499

4466,,444444,,992266

228844,,993377

--                                    

6688,,440011,,331122

  国又は地方公共団体が、前年の3月31日現在において所有する固定資産で、次の各号に掲げる固定資産
に該当するものにつき、当該固定資産所在の市町村に対して、国有資産等所在市町村交付金を交付する。

 ⑤ 水道施設等

1199,,110088,,339999

   　 公　 有　 資　 産 271,233,000

110022..99

105.1

　　国国有有資資産産等等所所在在市市交交付付金金

）

    　国　 有　 資　 産

円

 る固定資産ほか（③に掲げるものを除く。）

 　国有林野の管理経営に関する法律第２条第１項の国有林野に係る土地

 第２条第６項に規定する工業用水道施設のうちダム以外のものの用に

 供する土地又は水道若しくは工業用水道の用に供するダムの用に供す

 る固定資産で、政令で定めるもの（①に掲げるものを除く。）

平成29年度

 　発電所、変電所又は送電施設の用に供する固定資産（①に掲げるも

平成28年度

 ③ 国有林野の土地

 ④ 発送変電施設

前年比 金　　額
区　　　分

金　　額

 (1) 国有資産等所在市町村交付金の概要

 (2) 国有資産等所在市交付金の年度別決算額

交 付 金 の 客 体 と な る 固 定 資 産

 　当該固定資産を所有する国又は地方公共団体以外の者が使用して

 いる固定資産（②・③に掲げるものを除く。）

 　空港法第４条第１項及び同法第５条第１項に規定する空港の用に供す

 ① 貸 付 資 産

 ② 空港用資産

 のを除く。）

 　水道法第３条第８項に規定する水道施設若しくは工業用水道事業法

110000..00

69.1

交付金額

国　　　　　有　　　　　資　　　　　産

円

881100,,442233,,330000

％

539,190,300

区　　　分

258,708,90098.8

33,888

算定標準額

19,406,016

構成比

％

台帳価格

千円

Ｄ Ｅ

（Ｄ×適用率）

30.9

千円

 (3) 令和２年度国有資産等所在市交付金明細

（Ｂ ×

Ｂ

台帳価格

千円 千円

貸　 １／６　適 用 分 2,420,596

Ｃ

3,234,336

8,278,131

資　 ２／５　適 用 分 2,147,928 30,071 18,636,342

13,880付　 １／３　適 用 分 10,111 141

空港用資産　特例１／２ 2233,,222222,,446644 332255,,111144

41,640

--                                                          

計 66,,332266,,335533 8888,,556688

8,278,131

7,454,537

国 有 林 野 の 土 地 228844,,993377 33,,998899

2299,,883333,,775544 441177,,667711 4466,,448899,,664444

--                                      --                                        水道施設等に係る土地

合合　　　　計計

--                                        

--                                        

※端数の関係で，総数と内訳の合計とは一致しない場合がある。

112277,,551155

--                                                          

112277,,551155

1188,,998800,,8888444466,,336622,,112299

883377,,662233,,660000

578,914,700

（Ａ×適用率）

公　　　　　有　　　　　資　　　　　

算定標準額

産   そ の 他 の も の 1,747,718 24,468
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 (3) 令和２年度国有資産等所在市交付金明細

（Ｂ ×

Ｂ
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3,234,336
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合合　　　　計計

--                                        

--                                        

※端数の関係で，総数と内訳の合計とは一致しない場合がある。

112277,,551155

--                                                          

112277,,551155

1188,,998800,,8888444466,,336622,,112299

883377,,662233,,660000

578,914,700

（Ａ×適用率）

公　　　　　有　　　　　資　　　　　

算定標準額

産   そ の 他 の も の 1,747,718 24,468

前年比 前年比

％ ％

110022..66 7766..11

103.6 65.9

100.2 100.2

1.4
100

990000,,776600

553355,,332288

335599,,665588

226677,,551177

104,363

112277,,551155 112277,,551155

111144,,889900,,995566

11,,778855

228844,,993377 33,,998899

4488,,994422,,115533

6688,,003333,,557788

9,602,465

103.0 267,115,000

11,,778855

4466,,444444,,992266 2233,,222222,,446644 332255,,111144

--                                        228844,,993377

交付金額

円

668855,,118888

633,644,800

887788,,225555,,550000 110000..00

2255,,330077,,223377 335544,,330000

71,973 23,991 335

金　　額

24,006,161

10,025,849 10,025,849 140,362

105.7 417,671,800

構成比

住 宅 及 び

住宅の用に

平成30年度

３／４

 一般住宅用地（小規模住宅用地以外）に相当する土地

交 付 金 算 定 標 準 額 等 算定率

特 例 の 対 象 と な る 固 定 資 産

下記以外のもの

 小規模住宅用地に相当する土地

１／２

１／２

供する土地

          ※※　　交交付付金金算算定定標標準準額額のの特特例例

％

 空港用固定資産（住宅及び住宅の用に供する土地を除く）

61.0

交付時期

100

1.4
６月30日

特 例 率

 　交付金算定標準額は、国有財産台帳等に記載された当該固定資産の価格とする。

金　　額前年比

令和2年度

構成比金　　額

最 初 の ５ 年 間

次 の ５ 年 間

70.3

円

２／５

１／３

１／６

 水道又は工業用水道の用に供するダムの用に供する固定資産

 のうちの家屋及び償却資産

構成比

前  年  度

交 付 金 額

合　　　　　　　計

％

算定標準額

円 ％

29.7 267,517,400

110044..99 990000,,775599,,880000 110000..00

％

110000..00

39.0

668855,,118899,,220000

備　　　　考

令和元年度

226655,,773322

--                                        

33,,998899

11,,778855

135,733

143,899

）

611,707,600

交付金額

千円 千円

5,654,932

Ｂ+Ｅ

134,434

千円 千円

79,169

69.7

266,547,900 30.3

　　　　　 　　　　　 　　　　　産

79,891

135

45,281 33,929,595

Ｆ

（Ｅ ×

千円

Ａ+Ｄ

台帳価格

115,894

194
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